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ユーカリ、プランテーション、土壌流 出量、N(窒素)・P(リン)・K(カ リウム)の 循環 量、 LCA評 価、

ガス化コンバインドサイクル、内部循 環流動床ボイラ、エネルギー収支比、CO2排 出量

 一般的にバイオマス資源は、再生可能エネルギー として、また環境調 和に優れたクリーンなエネルギ
ー源として注 目を集 めてお り

、さらに化石 系資源の代 替エネルギー源 として、その利 用が期待 され てい

る。また、97年12月 に開催された気候変動枠組条約第3回 締 約国会議(COP3)に おいても、バイオマ

ス資源(特 に木材資源)は 、CO2固 定能力 に優れているため、吸収源としての再評価が今後の急務とな

っている。

 このような背景から、先進国の援助のもと植 林事業が行 われ つつあるが、木材 資源 はある一定期間を

過ぎるとCO2固 定能 力が激減するため、木材 資源利 用 によるCO2排 出量を吸収できる範囲内で利 用

方策を考えていく必 要がある。従って、木材 資源 の利用 については、CO2削 減に貢献するという前提の

もと、既存 産業として成 立している木材産 業においてCO2削 減に貢 献するようなシステムを考案するか、

あるいは、これ に代替し、かつCO、 削減 に大いに貢献できるようなエネルギー産業を成長させ ていくこと

が現実的、かつ効果 的な対応 策といえよう。

 今後、木材資源の利用方向を発展途上国に限定してみた場合、当該地位での電カインフラの整備

が遅れていること、また雇用促進といった経済活性化を図りたいこと等の理由から、現在はチップ原料

の利用が主な目的としている木材資源を、プランテーション化することによって雇用を生み出し、またプ

ランテーションから生産されたバイオマス資源を利用した発電システムを提案することによって、経済的

付加価値も享受しつつ環境問題にも貢献していくという大きな役割を果たすことが考えられる。

 従って本研究では、発展途上国をモデル地域にしたバイオマスエネルギーシステムに関する導入可

能性評価 をLCA(生 涯環境影響評価)指 標 を用い、 CO、 排 出量の削減 という観 点から評価 し、今後の

発展途上国地域に新たなエネルギ.e.システムを開発する際に少なからず導入のインセンティブになるも

のと期待するものである。

この研究は、学術振興会 未来開拓技術研究事業 「アジア地域の環境 保全」Working Group 2の 一環で行われた
。なお、本論文に含まれ

るミスに関しては、筆者の責任 である。

†東京大学工学部、慶慝義塾 大学産 業研 究所未来開拓事業



1.は じめ に

 今 日のエネルギー・環境問題を取り巻く環境は、気候変動枠組条約第3回 締約国会議(COP3)が 京

都で開催されて以来、各国で具体的な行動計画がとられており、日本をはじめとする先進国では省エ

ネ対策やエネルギー利用効率の向上や未利用エネルギー利用に関する技術開発、あるいはリサイクル

事業の推進等の対策が行われつつある。一方、今後ますますエネルギー需要が見込まれる発展途上

国地域については、エネルギーに関するインフラ整備の遅れから、環塊負荷低減に関する技術よりは、

むしろ経済的有利な技術の導入が主導的であり、このような技術は必ずしも環境に貢献するものとは言

えない。従って本研究では、途上国地域で経済的にも有利であると同時に、環境負荷低減にも少なか

らず貢献するようなエネルギーシステムを導入することを目的としたケーススタディを行う。すなわち、当

該地域における地場産業を活性化するような資源等の利用により、今後増大すると見込まれる電力需

要にも対応し、経済的効果も高く、環境にも十分に貢献するシステムづくりを提案したいと考えている。

このようなエネルギーシステムの提案によって、少なくとも環境負荷低減に関する責任を発展途上国に

負わせることを極力少なくし、それらの地域の経済成長を促進、すなわち雇用が促進することを期待す

るものである。発展途上国地域において新たなエネルギーシステムを提案する場合、近年の世界的な

環境政策に係る状況を鑑み化石系資源のエネルギーシステムについては、エネルギー効率の高い機

器の導入、あるいは環境排出物除去装置等の関連施設の設置が義務づけられ、結果的には経済的負

担が増大することが予想され、途上国に対しては環境負荷低減に関する責任について増大することに

なろう。従って、化石系資源のエネルギー変換の効率を図るよりも他の資源に代替するようなエネルギ

ーシステムについて
、当該地域で利用可能となるエネルギー資源を抽出し、より効率的なエネルギーシ

ステムを構築していくことが重要となることが予想される。

 本研究では、途上国地域において有望な資源の1つ であるバイオマスを利用するエネルギーシステ

ムを提案する。特に、対象とするバイオマス資源には早生樹種であるユーカリを選定する
。バイオマスは

CO2を 固定する速度でバイオマスを利用している限りは、大気中のCO2濃 度を増加させない。すなわち、

正味のCO2排 出なしでエネルギーを取り出すことができる。またユーカリについては、我が国を代表と

する先進国がパルプ原料の確保、あるいは緑化事業の推進からプランテーション化を行ってきており、

今後ますます増大していくものと考えられている。またこのようなプランテーション事業の推進は、多少な

りとも現地における雇用促進に貢献しており地場産業の活性化に繋がると同時に、比較的早く生育する

ユーカリを大量供給可能なプランテーションによって供給することが可能となれば
、エネルギーを安定

供給できるという十分なポテンシャルを有していると考えることができるからである。

 ここでの評価では、ある程度具体的な地域をモデルにして、それからさまざまな条件を検討すること

によって評価を行うこととした。なお具体的な地域としては、比較的本研究の条件及び 目的に合う国とし

て、パプアニューギニア(以下PNGと する)を対象に、バイオマスに関するエネルギーシステムを想定し、

それらのシステムに対しエネルギー・環塊影響に関する評価を行った。すなわち、想定するシステムとし

てバイオマスエネルギーの利用技術については、直接燃焼による発電プロセス及びガス化技術を利用

した発電プロセスをとり挙げ、育林からガス化・発電に至るまでのエネルギー利用システムに対しLCA

評価を行った。また比較システムとして、エネルギー単価が比較的安く、また対象国の地理的条件から
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資源の安定供給が可能な石炭火力発電によるシステムを対象に選び、提案するバイオマスエネルギー

システムとを比較することによって、環境負荷及びエネルギー負荷等の削減効果を検討した。

2.LCA評 価 の ため の準 備

2.1概 要

 バイオマスエネルギーシステムは主に次の2つ のプロセスから構成される。なお、図1は ここで評価す

るシステムの構築例を示したものである。
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 本研究においては、バイオマスエネルギーシステムがLCAベ ースでのエネルギー収支を検討し、ま

たCO2排 出量が化石系の既存の発電システムと比べた場合の削減効果について検討する。特に、バ

イオマス資源は再生可能資源と言われているが、気候条件による生産性の影響、あるいは土壌流出に

伴う肥料量の影響等が無視できないため、これらの数値を具体的に定量化してシステム評価に加え、シ

ステム構築のための最適な条件を検討することとした。

2.2各 プロセスの 設 定条 件

1.原 料 製 造 プ ロセス

Oプ ランテーション概 要 、

 原料製造プロセスは、バイオマスプランテーション及び木材加工施設からなり、エネルギー変換プロ

セスに供給する原料までのプロセスを表す。このプロセスでは、気候による生産性や土壌流出量に伴う

施肥量の検討を行い、原料までに投入されるエネルギー資源別エネルギー量について検討する。

 最初に、バイオマスプランテーションの設定条件について説明する。ここで想定しているバイオマスプ

ランテーションのイメージはプランテーション内の面積を7区 間に分割した林地と関連施設から構成され

る(図2)。

製材関連施設

一・一一 育 苗 施 設(025年 間)

1区 域

(2年 目)

1区 域

(休閑 地)

皿区域

(3年 目)

四区 域

(4年 目)

     擢肇ｮ)臘//
儲  /

__一7
匚]・ 育林地
1区 域 面積:1，000[ha](合計:7，000[ha])傾斜 率:9%

            図2バ イオマ スプランテーション(イ メー ジ)

 ここでのバイオマスプランテーションの諸条件 については、対 象バイオマス資源 としてPNG産 のユー

カリ(カメレレ)とし、また現地で実際にユーカリの植 林が実施されていることから、ユーカリ単一種の植 林

事業を想 定した。また、以下の評価 に用 いる土壌 条件などのデータについては可能な限 り現地 のデー

タを利用 することとした。但し、このプランテーションにお けるユーカリの生産性 については、ユーカリは

萌芽力 に優れているため、このプランテーションでは2回 の萌芽が可能であるとし、育苗期間0.25年 →

植林期 間6.75年 →萌芽による成長期間7年 ×2回 →休耕 期間1年 のサイクルを想定する。但 し、2回 目
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以降の萌芽林 については関連文献文献1)より生産性が低下することが知られてお り、前期 生産量 ×0.7萌

芽回数として扱った
。従って、原料1単 位あたりの数値 の算 定にあたっては1サ イクル(22年)で 生産される

量を基本単位 とする。

 実際このような事業を展 開する場合 には、単一種の植林 では生態系がアンバランスになり、結果的に

土地の荒廃をもたらすと言われ ており、本来ならば複数の種類を植 林することが望ましいとされ ることを

注記しておく。

○ 気 候 条 件

 PNGに お ける気 候 条件(気 温 ・降 水 量)に つい ては、年 間平 均 気温27.1[℃]及 び年 間 降水 量

2，067[mm]で ある。また、年間平均湿度は83.3%で あり熱帯気候に属 している。

O土 壌 条 件

 育林 面積 については、現地の植林実績が約5，000[ha]の 実績(ユ ーカリ、チーク)があり、今後の植 林

事業の増加を考慮して、想定しているプランテーション面積を1区 域 あたり1，000[ha]が 可能な面積で

あるとした。また、この土壌 の物理的条件として、平均9%の 傾斜と土壌密度0.8[g/cm3](2，000[t/ha])を

与えた。さらにPNGに おける土壌性能につ いては、 Edwardsら 文献2)によって調査が行われ ており、その

結果 、有機物集積率は平均16.25%(0～25[cm])、 有機物 中に含まれ るC(炭 素)が50%、 炭素と窒素

の比が16:1で あり、その他の微 量元素群(P(リ ン)、K(カ リウム)、Ca(カ ルシウム)、 Mg(マ グネシウム))

については、以下の表1に まとめるとおりである。

表1土 壌 中(0～25cm)に 含 まれ る微 量 元素 群

  項 目  一}_含 有量;㎏幽司二_
 N(窒素)

一二二 P(1丿ン)

 K(カ リウム)

_上 一10，156.25

_1______13.331

一__β3塾3

Ca(ヵ ルシ ウ厶1」.__一 一一3，125.00一_繭

4・望グ室 シウム 」一 一一 一568.33

出典)文 献2)

注)N(窒 素)については、PNGの 平均的なデータ

 を利用した。その他の元素群 については調査

 結果をそのまま利用した。

○ バ イオ マス原 料(ユ ーカリ)の 生 育 特 性 及 び 含 有微 量 元素

 次にユーカリの生育特性及び材積に含まれる微量元素量について、関連文献等の調査結果をもとに

算出する。

 まず生育特性については、林齢に対する成長経過(表2)か ら伐採林齢7年 のときの材積を決定する。

これから、ユーカリの元素分析結果文献4)より伐採林齢に対するN(窒 素)の含有量を決定する。N(窒素)

以外の微量元素群については、元素分析結果とEdwardsら のPNGに おける植生に関する調査結果文

献5)との整合性がとれるように再評価した
。但し、再評価に利用した各微量元素群のデータはPNGに 植

生している119種 類の樹木の平均値であるが、構成元素については樹種間では大きな相違がないの
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で、これらのデータを採用した。

   表2林 齢別成長経過

年;麟計乱 熱 針鑿1
   出典)文献3)

   基準植栽間隔=4.6m×4.6m(472.6本/ha)，密度:0.575t/m3

 次に表2か ら幹部 の体積 につ いて推定す る。 この幹材積 の推定 につい ては、加茂 文献7)によっ

て実験的 に相 対 関係 が あ ることが確認 され てお り、胸 高直径2× 樹 高 との相 対関係 を表 す式 と

して次式 が示 されてい る。

v=o.・…71イDW9197 r・2一・9989丿         (1)

 V:幹 材 積[m3/本]

 D:胸 高 直 径[cm]

 H:樹 高[m]

 (1)式か ら林 齢7年 の幹材積 が推 定 され る。 この幹材積 を1[ha]あ た りの基準生産本数 を乗 じ

て再評価 した結果 を表3に 示す。

   表3ユ ーカリの各部に含まれる微量元素量(胸高直径をもとに再評価した基準データ)

    部位    KNa Ca[kg/t][kg/t][kg/t]「Mg[kg/t]   
一鬟      1:70

00-o.oso.os土2.80__0.476.700.57

    豊      7.690.2116.67__5.940.16一一一10.87一_[1.902.32
   注)表2の データから第1期(7年)伐 採後の平均幹材積を推 定し、これか らその他の部位のデータは支

  献値を利用して計算 した。

 表3のN(窒 素)分 については、ユーカリの元 素分析値 文献4)とほぼ合致するため、元素分析値 中のN

分 についてはこの値を準用した。従って、バイオマス原料 の元素分析 結果は表4に 示すとおりである。

皿 一 一'.一 一 一一 一㎜.一 一 一一一」 一一一一丁 一

乾重量 N P

[t/ha]    [kg/tJr酊 [kg/t] [k一}一 一一一一一 匿 『 『 一}
456.2 1.50 0.07 1

 =一邑 一 齟一』 一 一一 一一一一 一 一『

112.0 2.30 0.10 2
一 一}一 ・一 一. 一

7.8 18.21 10.72 7

1__13.8_L 11.88
『 一   0.77   5

一一 一一一
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表4ユ ーカリの元素分析値

  C(一一) 46.647%

  H(水素) _」   5.952%  
0(酸素)  !   46.703%

            0.03796

羅報
0.15096

0.007%

0.169%

            0.00996

 一Ωa如 ～ヒシ ウ厶 凵_一 一 〇，278%

Mg(マ 燃 シ ウ ，G， 一 一 〇.047% 一一_

出典)文 献4)

注DO[wt%]=1一(C+H+S+N)

注2)元 素 分 析 結 果 は 、C，H，S，Nの測 定 結 果 か ら、

 P、K、 Na、 Ca、 Mgを 加 えて 、合 計 が100%に

 なるように調 整 した 。

○ 降水 量 による生 産 性 の 変 化 と幹 材 積 の推 定

 ユーカリなどのバイオマス資源は、降水量等の気象条件により生産力が変化する。Liethはバイオマ

ス資源の純生産量と降雨量の関係として、次式を提案した。

P=3000(1一 卿 ←0000664κ))

P:バ イオ マス資源 の 純 生 産 量[g/m2/year]

x:年 間 降 水 量[mm]

(2)

 生産量の調整方法については、品 田ら文献6)によると、ユーカリ植林 に適している年間降水量の範 囲を

1，000[mm]～2，500[mm]と しているので、最高降雨量の2，500[mm]の ときに最 小植 栽密度で植 林を行っ

たと仮定する。最小植 栽密 度 は、造林 目的によるが関連 文献文献8)によると3[m]×2[m]で 行われている

実績があるので、そのときの生産 量から1，000[mm]～2，500[mm]の 任 意の降水 量での生産量を(2)式 を

利 用して算出した。但し、このときの植 栽条件 と(2)式 から算 出される生産 量は一致しないため、ここで

は降水量による生産性の変化 のみが一致するとして評価 した。すなわち、シミュレーション上でのユーカ

リ生産量=(Liethの 式による生産 量)×2.1792と して計算した。

 このときの植栽密度 については、縦横等間隔で植林 が行われたものとして、またユーカリ1本あたりの

生産性 は一定であるとして、1[ha]あ たりの本 数[本/ha]及 び1サ イクルあたりの生産 量[t/ha]を 決定した

(図3)。
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○ 森 林 内 に お ける養 分 循 環 量 の 予 測

 このプランテーションにおける中間エネルギー投入量の最大要因の1つ として、生育上不 可欠な各微

量元素群 に関す る投入エネルギー(収 入)が 挙げられる。すなわち、これら元素群の投入量の増加が中

間投入のエネルギー量を増加させ、最 終的 にはLCA評 価におけるエネルギー収支を悪 くするとともに、

CO2排 出量も増大させることになるからである。従って、持続可能な条件でバイオマスを生産するために

は、生育上不可欠な各微量元素群の収支バランスにつ いて検討することが重要となる(図4)。

 ここでは特 に、生育上最も重要な養分であるN(窒 素)、P(リ ン)、K(カ リウム)の3元 素について主に

検討する。養分の循環には、収 入側 要因は施肥 、リターフォール及び降雨による添加が考えられ、支 出

側要 因としてはバイオマスをそのままプランテーションから持 ち出す直接 的な要因と、降 雨による土壌流

出、溶脱、大気 中への散逸等の間接的な要 因が挙げられる。収入側要因である施肥 量については、バ

イオマスプランテーションを行う上で中間投入 エネルギー量としてカウントされるが、後述する降 雨による

土壌流出によって消失した土壌につ いても、その土壌 内に含 まれる養分量が土壌 改良材等 で補われる

ものとして扱い、そのときの投入されるエネルギー量を各元素のエネルギー原単位 から評価した。

 最初に、支 出側要因である土壌流出量につ いて検討する。

 土壌 流出量は、育林期 間で毎年同じ量だけ流 出するものではなく、降雨特性や成長の度 合いなどの

要因によって決まる。特にバイオマスのLCA評 価では、1サイクル 中に土壌流出によって失われる養分

量をエネルギー換算し、平年化して評価に組み入れることが重要となる。

 このような要因を考慮 した土壌流出量の予測は、次のUSLE(Universal of Soil Loss Equation)の 式に

よって与えられる。
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降雨による土壌流出

  !1
1!!

    土壌中養分
N(窒 素)、P(リン)、K(カリウム)等

↓ ，
溶脱

バイオマス原料の持ち出し

図4養 分(N，P，K)の 循 環

A8R・K・L・S・C・P

 A:単 位 面 積 あたりの年 間 流 出 土 量[t/ha]

 R:降 雨 係 数[m2・tf/ha・h]

 K:土 壌 係 数[t・h/m2・tf]

 L:斜 面 長 係 数[一]

 S:傾 斜 係 数 日

 C:作 物 係 数 日

 P:保 全 係 数[ヨ

(3)

 USLEは 、1950年 代からアメリカにおいてWischmeierとSmithら が中心となって取り組まれ た研 究の

成果であり、 現在では(3)式 に集約されている。侵食作 用によって発 生する流出土量は、降雨に代 表さ

れ る気象条件 、土壌及び地盤 条件、地形条件 、作物の種類や栽 培方法及 び保 全対策 上の効果が総

合 的に作用 した結果として表され 、それぞれの影 響因子 を固有 に求めることができるため(3)式 により土

壌流 出量の推定が可能となる。そこで、本研 究ではこのUSLEの 予測式を用 いて土壌流 亡量を検討す

る。
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降雨係数Rは 、以下のような手法により算定される。

EK=210+8910g(IK)

 IK:一定 強 度 に 区分 され た各 降 雨 強 度[cm/h]

 EK:降 雨 強 度IKの 降 雨 量1cmあ たりの運 動 エ ネル ギー[m・tfソha・cm]

(4)

E一 Σ(EK・ ・K)/100

 rK:一 定 強 度 に 区 分 された 各 期 間 の降 雨 量[cm]

E:侵 食 性 一 連 降 雨 の 運 動 エネル ギー[hundred of m・tf/ha]

(5)

R一 Σ(E・13・)

 130:一 定 降 雨 の30分 ピー ク降 雨 強 度[cm/h]

 R:降 雨 係 数[m2・tf/ha・h]

(6)

 (4)式をはじめとする降雨係数 の算定 式は、雨滴の地表面 に対する衝撃力とそれ による侵食 性を評価

するものとして考えられる。

 降雨係数Rは 本来実際に観測された降雨強度から算 出する必要がある。しかしながら、現地でのこの

ようなデ ータは整備されていないので、筆者 は年 間降水 量と降雨係数の間 には直線 関係 があるものと

仮 定し、村 岡氏ら文献lo)の実測データから年間降水量 と降雨強度の推 定式を導いた。なお、観 測データ

については、植 林可能降水範囲である1，000[mm]～2，500[mm]内 のデータから検討 した(表5) 。

表5年 間降水量と降雨係数Rの 観測結果

年i蜘憫 于剿囲 嶝劃
出典)文 献10)

 この 表5か ら降 雨 係 数R[m2・tf，/ha・h]と年 間 降 水 量M[mm]と が1，000[mm]～2，500[mm]で 線 形 関 係 が

成 り立 つ とす れ ば 、

R=0.3433M-124.291 (r2=0.8626) (7)

とな り、現 地 の 年 間 降 水 量2，067[mm]に 対 す る降 雨 係 数R[m2・tf/ha・h]は(7)式 より585 .2[m2・tfi/ha・h]と

な る。

 実際USLEで は、降 雨量が12.7[mm]以 上の降雨のほか、降雨強度が6.4[mm/15min]以 上の降 雨に

ついても侵 食性の降雨と規 定している。また、長 沢氏ら文献11)の研 究では、土壌流 出が発生 するのは降

雨量が10[mm]～20[mm]と 推定し、また、降雨強度 が3[mm/h]以 下の降雨では侵食 はほとんど問題 に
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ならないとし、さらにUSLEで は降 雨が0[mm/h]の まま6時 間以上経過 すると連続性を断つとしている。

従って、土壌流 出量の正確 な推測 にあたっては、この規 定に沿った実データを取得し、(4)～(6)式を用

いて降雨係 数を計算する必 要がある。

 次 に、土壌係数Kは 土壌 の受食性 を評価する数値であり、USLEで は7種 類 の土壌タイプについて、

標 準斜面 による侵食試験 結果と、16種 類 の土壌タイプについては少し異なる斜面の試験結果が調整さ

れた値 によって、23種 類の土壌 についてはKニ0.03～0.69の 範囲の値 が与えられている。現地の土壌

については、有機性炭 素が約8%含 まれ ており、またシルト埴壌 土とすればK=0.37と なる。なお、このK

値 はUS慣 習単位で与えられているのでメートル単位 に変換するにはK=K。 、/1.29とする必要がある。

 次に斜面長係数 と傾斜 係数 は、いずれも平面斜 面としての特徴を表すもので、結合して1つ の因子と

して次のような式が与えられ ている。

LS=(1/22.1)'r'(65.41sine A+4.56sin 8+0.065)

1:傾 斜 長[m]

 θ:傾 斜 角[。]

m:傾 斜 が5%以 上 の とき0.5

(s)

 ここで想定しているプランテーションは、傾斜が標 準状態の9%と とし、傾 斜長 は単位 土壌面積1[ha]

が正方形であるとした場合の1辺 の長さ(100[m])を 与えているので、このとき(8)式か ら求 められるLSは

2.14と なる。なお、傾 斜9%の とき植林を等高線上に行った場合、保 全係 数Pは0 .60が 与えられ ている。

 次 に作物係数Cに ついては、作物の種別 と生育状態 により定まる定数で、裸地 での土壌流 出量と、

それ に対応する特定の条件 のもとで作付 けされている圃場からの土壌 流出量の割合を示す。例えば休

閑地で作物が作付けされていない場 合には、Cニ1.0、密生した植生 によって圃場面が完全 に被覆 され

ているならばCニ0.0、 すなわち、土壌流 出量がゼロとなる。このことから、プランテーションにおける作物

係数Cに ついて休 閑地の場合 はC=1.0を 与え、また植 林をした際には、文献調 査文献13)によれ ば年 間降

水量1，046.3[mm]の ときの森林 地域での土壌流出量は0.129[t/ha]で あり、これから(3)式、(7)式及び(8)

式からC値 を求めると、C=0.003を 得る。この場合 、その他の条件 については上記で仮定した条件 と同

一としている
。

 これからC値 の決定方法 につ いては、単位面積あたりの本数 及び林齢(林 齢 によって土壌の被覆 面

積が異 なる)を考慮する必 要がある。森林地域 でのC値(=0.003)は 、最小植 栽密度 である年 間降水量

2，500[mm]の ときで、かつ伐採 時のときの作物係数Cに 等価であるとし、その他の降水量のときは植 栽密

度 に反比例するとしてC値 を決 定した。また林齢を考慮する場合は、植 林1年 目から伐採期までは枝葉

が土壌を被 覆する面積に比例した値からC値 を決 定した。なお、植 林1年 目及 び萌芽1年 目のC値 に

ついては、関連文献からC=0.10×M[mm]の 植栽密度/2，500[mm]の 植栽密度 として与 えた。

 以上より、(3)式を用いて年間 降水量とそのときの年 平均 土壌流 出量を算 定する。ここでは、年間降水

量Mに 対する降雨係 数Rの 関係 式((7)式)を 利 用することとし、年 間降水量が1，000[mm]～2，500[mm]

の範囲について検討 した(図5)。
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 図 中の網掛部分が対象としている地域(年 間降水 量2，067[mm])の 土壌流 出量[t/ha]で あり、1サイク

ル期間 中に約526.4[t/ha]の 土壌が流出する。また、年間降水量が1，000[mm]～2 ，500[mm]の 範囲では、

土壌流 出量 は約303.0[t/ha]～608.5[t/ha]と なる。また土壌 流出量の結果を受けて、 N(窒 素)、P(リ ン)、

K(カ リウム)の 各養分の流出量についても検討 した(図6)。

 このようなプランテーションにおいて流出土量を抑制す るためには裸地期間(1年 間)で の流 出量を抑

えることが効果的 で、例えばユーカリと生育期 間が異なる樹種 を栽培し、混合林としてプランテーション

化を行うことによって土壌流 出削減の効果が期待 され る。
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図6土 壌流出量に伴う各養分流出量の推定

 次に、土壌流出以外の各養分の収支を検討する。各養分の収支は、土壌流出及び材の持ち出し以

外には降雨による収入、葉などのリターとして移動、林内雨としての移動、土壌からの養分吸収及びそ

の他の損失が挙げられる。これらの要因における各養分の移動量を定量化するためには、現地調査等

により各養分の移動量を測定する必要があるが、本研究でモデル地域としているPNGで は、 Whitmore

文献14)に よって現地調査した結果があるので、これをべ一スに評価することとした。

 プランテーション内の各養分の収支は、以下の仮定を満たしているものとして評価した。

 ①バイオマス(ユーカリ)の各養分の収入は、降雨及び土壌からの各養分の吸収である。
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②バイオマス(ユ ーカリ)の各養 分の支 出は、リター(葉 、一部の小枝)及 び降雨による溶出(林 内雨)

 である。

③ 土壌への各養分 の収入 は、リター(一 部 自然作用等 により損 失する)、伐 採時 にお ける根 、小枝 、

 枝の各部に含まれる養分があり、さらに幹部のP(リ ン)及 びK(カ リウム)に ついては、エネルギー 変

 換の際に生じる灰 分も土壌へ還 元されるものとして扱 う。

④土壌への各養分の支出は、バイオマス(ユ ーカリ)に吸収される分と土壌流 出による養 分損失であ

 る。

⑤ 土壌 内の収支 は、バイオマスを持続 可能な条件で生 育させることを前提としているので、初期状態

 における土壌 内養 分量は最 終的には保 持されるものとする。従って、肥料は土壌内の正味支出か

 ら計算され る。

⑥さらに育苗には、肥料(N:P:K=1:1:1)を0.5[g/本]与 えるものとする。但し、発 芽率が平均60%

 であるので、発芽しなかった苗木の肥料についてもカウントする。

    降雨lnputRain:IR

↓  ↓  _厘L

   6・          
一 部 損 失:ε(損 失 率)

リターOutput Litter. 

         蛉総
        :，:

   養分の吸収lnput Uptake:IU

図7バ イオマス(ユ ーカリ)の 養分吸収

①及 び②の条件から、バイオマス(ユ ーカリ)の養分収支は次式のように表 される。

IU=IN+IR-OL-OT
(9)

 (9)式は、バイオマスが土壌から吸収 する正味量を表しており、これは土壌からの損失量にあたる。一

方(9)式 の養分収支式 は、林 内雨による養分溶脱の前後でバイオマス中の各養分 の収 支が合 わない。

降雨によって生じる林内雨の各養i分濃度 は、降雨の各養 分濃度よりもN(窒 素)で 約4.6倍 、P(リン)で

は約5.0倍 、K(カリウム)では約9.7倍 の濃度となるからである。そこで林内雨 による養 分溶 脱後にバイ

オマスの各微量元 素が表3の ような結果となるとすれ ば、溶脱 前の各養分 の濃度 に林 内雨 に含まれる

バイオマスから溶脱した各養 分量を考慮する必要があり、(9)式は、

12



1び 冨刀V十 △αV十IR-OL-OT
(lo)

のように書き換える必要がある。さらに、(10)式は、

1し1塗1/V-0ム (∵△αV詈0τ 一1R) (11)

となり、最終的には、土壌からの正味の養分吸収量はバイオマス中に含まれる各養分の濃度から、リタ
ーに含まれる各濃度を差引いた値と等しくなる

。

 次に土壌の養分収支について検討する(図8)。

Q.

 肥 料 投 入

Input Fertilizer:IF

㍊ 慧 概毒↓謙1驢

              轗 騨
                 図8土 壌の養分吸収

③ ～⑤の条件 から、土壌 に投入され る肥料IFは 次式のように表され る。

IF=OU+OTr-FN一(1-s)OL-IR-OT(一RF)
(∵0乙/凹1の (12>

 (12)式 は土壌 内における肥料の正味投入 量を表 しており、その投入量 はバイオマスの養 分吸収量か

らバイオマスが還 元できる養 分量との差である。なお、P(リン)及 びK(カ リウム)の 場合は、一RF(灰 分

からの還 元量)の 項が加 えられる。また、式 中のリターの ε(損失率)は13 .9%と し、製材 ・輸送等の作業

中にそれ ぞれ5%及 び10%の 損失 があるものとした。

 以上から土壌流 出に伴う養分 の流 出量と苗木に投入される肥料を考慮して、土壌における各養 分の

正味流出(投 入)量 を図9～ 図11に 評価 した。

13
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 図9で は、N(窒 素)の 灰分からの還元 は考慮 していないので、年 間降水量の増加 に伴って養分 の流

出量も増 大するが、図10・11に 示 されるとおりP(リン)及 びK(カ リウム)に ついては、灰 分による還 元を

考慮 しているので、バイオマスの生 産量が多 くなるほど相 対的な養分の損失量は少なくなるが、生産量

                      14
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の増加により製材・輸送による損失が大きくなるので、最終的にはそのバランスを考慮することが重要と

なる。

○ 養 分 投 入 量 に よるCO2排 出 量

 次に、これ らの養分の損失量をエネルギー原 単位 及びCO2排 出原 単位を乗 じることによってプラン

テーションの育成プロセスにおける投入 エネル ギー量及びCO2排 出量 が算 出される。算 出にあたって

は各施肥成分のエネル ギー原単位 はTurhollowら 文献16)のデータを本研 究のプランテーションモデル に

合わせることによって算 出される(表6)。 またCO2排 出原単位については、筆者がエネルギー原単位及

び 関連文献文椥7)等を参照にして設 定したものである(表6)。 但し、電 力以外 の各CO2排 出原単位は各

対象エネルギーが燃焼 したときに排 出されるCO2排 出量のみを考慮し、それらのエネル ギーを製 造す

る際に投入されるエネルギー及び関連設備のエネルギーについては考慮しなかった。また電 力のCO2

排出量原単位 については、本研究での対象 国であるPNGの 電力構 成(水 力25% 、石 油火 力75%)か

ら1次 エネルギv換 算 を行い電 力のCO2排 出量原 単位 を求 めた。このときの石油火 力の発電効 率は

39%と した。

表{廴 賚 養分 ∫一N，P， K)の エネ1レギ ー ・CO2原 単 位

壷 髭
樹鑿⊥薫墨

 0.069__1__0.049__

合計

  P(リン[MJ/kg]_ '...    .一 6.28

 K(:カリゥ」全聖J/kg]..…  .                              3.35
C嘔 串地 一C・・/MJ]1一     ・，137 i二 三 .こ
出典)文 献15)，16)

注)ここの各データは、文 献15)及び16)を参考 に、1サイクルを22年 として、エネルギー投 入量を苒

計算 した結果である。

 各養分の正味投入量の結果(図9～11)と 表6の 各養i分のエネルギー ・CO2原 単位 から、各降水量に

おける1サ イクル期 間に投 入されるエネル ギー量及 びそれ に伴うCO、 排 出 量が計 算される(図12・1

3)0
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0そ の 他 の 各 種 作 業 に係 る エネ ル ギ ー 投 入 量 及 びCO2排 出 量

 バイオマスプランテーションでは土壌 流出に伴 うエネルギー投入のほか、バイオマスを安 定的に生育

させるために各種作業が必要となる。エネルギー投入 に係る作業の要因としては、地拵 え、除草剤 散布、

伐 採 ・皮 剥ぎ・チップ化及 び運搬 等の作 業に加え、散 布等動 力が挙 げられる。ここでは、これらの要因

に関するエネルギー量 ・CO2排 出量を検討した。

 地拵えは、トラクターもしくはブル ドーザを利用 して前生樹を根こそぎ倒 し、焼却 を行った後に機械(ト

ラクタ)を利用した耕耘を行う。一般に地拵えを行うことによってその後の成長が良くなる。地拵 えに伴 う

エネルギー投入量及びCO2排 出原単位 については、土壌流 出のときの計算と同様な方法で関連 文献

文椥5)，16)を参考にして与えた
。但し、地拵 えのエネル ギー及びCO、 排 出量については、各降水量 によ

る生産性 不変であるとした。

 除草等散布 の作業では、基準データとして252[t/ha]の バイオマス生産量に対して地拵えの時期 に7

[kg/ha]、次の成長 期に2[kg/ha]を 散布す る。また、各ローテーションで殺 菌剤及び殺 虫剤 をそれ ぞれ

2.7[kg/ha]及 び2.1[kg/ha]と している。ここでは、地拵えの時期 に散布される除 草剤のほかは、すべて

バイオマスの生産量に比例するものとしてエネルギー及 びCO
2排 出量の算出を行った。なお 、各散布

剤のエネルギー原単位 は同一であると仮定した。

 伐採 ・皮 剥ぎ・チップ化、運搬及 び散布等動力 にっいても除草剤等散布のときと同様 に、バイオマス

の生産 量に比例するものとしてエネルギー投入量及 びCO2排 出量を計算 した。なお、運搬 距離につい

は40[km]を 想定した。また関連文献文献15)から伐 採 ・皮 剥ぎ・チップ化及 び運 搬作業においては、生産

され たバイオマスの損失を考慮する必 要があり、それぞれの作業で前作業 時におけるバイオマス取扱

量のそれぞれ5%及 び15%損 失するものと仮 定した。

 以 上、各作業 におけるエネルギー投入量及びCO2排 出量を表7に まとめる。
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表7各 作茎のエネルギー投入量二Ω⊆鋳出量

項目

地痔え
.ト 纏
    2.52

除亨斉鹽i査 ⊥一」9.77～14.54

伐 採 ・皮 剥 ぎ ・チ ップ化

散蜜 ヨ■

合計 」

絮矯 挫入量醤贈∵ 舗
0.00  0.00  2.52

CO2排 出 量

[t-CO2/ha]

361.41-r

 603.22

8_47-x14.14!_
 118.66-r

 198.05

 3.37^一5.01

ユo.oo.

 0.67^一1.00

o.oo   o.oo

o.oo o.oo

     O.67^一1.00

捷

.
謡

83

冖

」

。・

〒

㎝
唖

㎜
 
竺

13.81-r20.55

 361.41^一

 603.22

500.83^一3
.37^832

.47
3.37-x5.01

一一」 一 〇」7

 510.93^一1.38

         24.81^一41.41

」8.47～14.14」.」 ，58^一〇.97

118.66^一

198.05

04.87^一

838.48

匝815～13.60

34.64^一57.53

出典)文 献15)，16)

注)除草剤 等散 布のエネルギー原単位及びCO2排 出原単位は、基準データから生産量 に合うように再 計算した。

○ 原料 製造 プ ロセス にお けるエネルギ ー 投 入 量 及 びCO2排 出量

 これまでの評価をもとに原料製造プロセスにおけるエネルギー投入量及びCO2排 出量を検討した

(図14・15)。なお、図中のその他は地拵え、除草剤散布及び散布等動力である。
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○ 石 炭 のエネ ルギ ー 投 入 量 及 びCO2排 出量

 次に、石炭の生産に係るエネルギー投入量とCO2排 出量について検討する。

本研究の対象地域であるPNGに バイオマスによる発電システムを導入する場合、石炭の主要原産国

であるオーストラリアと比較的近いこと、エネルギーコストが比較的安価であることなどの理由から石炭火

力発電との競合が予想されるため、石炭との比較を行うことは非常に重要であると考えられる。

 石炭の基本的な性質及び生産に必要なエネルギー量・CO2排 出量については、表8に まとめるとおり

である。なおバイオマスと同様に、石炭についても、掘削から発電プロセスに投入されるまでの経路にお

いて投入されるエネルギー量(各 経路の運用エネルギーのみを考慮する)及びCO2排 出量について検

討する。石炭の各プロセスにおける中間投入のエネルギーの算出にあたっては、関連文献文献16)を参照

にした。

表8互 炭の基本性篁ζ隼産に必辜なエネルギ=量 ・CO、排出量

                   オーストラ1丿ア  原 産 国

総 発 熱 量[kcal/kg]
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l
l
-
Lー

 
 
  
 
 
  
 
  
 
 
  
 
  
 
 
  
 
  
 
 
  
 
 
  
 

6，126

CO2排 出 原 単 位[t-CO2/GJ]

   含 水 率[wt%]

攜擁
輸飜 嬲km)1r

     合計[MJ/t石 炭]

㎝
鯀

0
，
 
5

互炭__一 」._ 70.34.

天嬲 スi1131:3082

         85.03力
皿
油

電

石

⊥
⊥

崖

海

ガ
「力
 
i乙

石
…煮

電

357.04

 採 掘 ・選 炭

[kg-CO2/t石 炭]

輸 送(距 離3，280km)

 [kg-CO2/t石 炭]

r

_工 555.53

     6.38

jJ

石 油

  一_」 今計【ヒ9=Ω92/t石炭]_    L一一_49二81 
出典)文 献16)

注)電 力のCO2原 単位 は、オーストラリアの電力構成 及び化石系の 発電効

 率39.0%と して1次エネルギーベースに換算し、それに各種原料のCO2原

単位を乗じて求めた。

    24.74

0.78

1.57 ____

16.34z

24.74

49.81

Oバ イオ マス と石 炭 の エ ネ ル ギ ー 投 入 量 及 びCO2排 出 量 の 比 較

 これらの結 果を総 合して、石炭とバイオマス(ユ ーカリ)の原料製 造プロセスにお けるエネルギー 投入

量とCO2排 出量につ いて検討 した(図16・17)。 これら2つ の異なったエネルギr 源を同等の規準で

評価するためには、各資源 の発熱 量で割って正規 化する必要があり、それぞれ(13)、(14)式 で評 価され

る。なお、ユーカリの単位 発熱量は5，890[kcal/kg]と した。

 エネルギー投入 量El[MJ/MJ原 料]に ついては、

E1一些勿諾器欝 鑑畿 灘翳筆齧㌫寰鍔壁 ノ (13)
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として評価 する。

 また中間投入エネル ギー起源 によるCO2排 出量E2[kg-CO2/GJ原 料]に ついては、

E・」サイクノ1糊篇 塗繍 贈 詈難 離 講 ∠魍 (14)

として評価 する。
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      ユーカリ(最大):含 水率60%， 年 間降水量2，500[mm]

      ユーカリ(最小):含 水率0%， 年 間降水量1，000[mm]

図16原 料 の 単 位 エネル ギ ー あた りに お ける中 間 投 入 エネ ル ギー 量

…

茄

50

節

σo

[粟

踵
「
σ
＼
“O
O
l
切
菰
]嘱

刃
難
δ

O

e
緊
型
ー
皆
ミ
斎
H
く
軽

踵

ユ
凵 __2.044

石炭

8.182

 ユーカリ(最大)

エネルギ ー資源 項 目

「

i
l

3.257

1一 一 一 一1

 ユー カリ(最小)

 ユーカリ(最大):含 水率60%， 年 間降水量2，500[mm]

 ユーカリ(最小):含 水率0%， 年 間降水量1，000[mm]

図17中 間 投 入 エネ ル ギー 起 源 のCO2排 出量

これらの結 果から、バイオマス(ユ ーカリ)資源をエネルギー資源 として生産す る場 合、そのために必

要となる中間投入エネル ギー量やそれに起 因するCO、 排 出量 は石炭 に比べて多いが、 CO、 排 出量に

ついては、バイオマスを持続可能な条件で生産を続 ける限り、燃 焼によるCO2排 出量を考慮する必要

がないので、最 終的に得 られるエネルギー(電 力)あ たりのCO2排 出量は石炭よりも小さくなる可能性 が
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ある。従って、バイオマスのエネルギーの変換効率 を上げることによって十分に環境負荷低 減に貢 献す

るポテンシャルが有 しているといえよう。

∬.エ ネ ル ギ ー 変 換 プ ロセ ス

○ シ ス テ ム 概 要

 次 に、プランテーションで生産され たバイオマス原 料をエネルギー 変換 するためのシステムを提案す

る。基本 的なシステムは図1に 示すとおり、バイオマス原料をガス化しコンバインドサイクル発 電にて電力

を得るケース、直接燃焼 により蒸 気タービンをまわして電力を得るケースである。これらの各ケースにつ

いてエネルギー収支及びCO2排 出量の評価 を行う。

○ 乾 燥 に必 要 な エ ネ ル ギ ー

 バイオマス原料をエネルギー変換する上で、最も重要となる要因はバイオマスに含 まれる水分である。

原 料 中に水分が多い場合 には、発熱 量が低 下し最終的 に得られるエネル ギー量が小さくなる。また一

方 で、原料 中の水分を乾燥させ るためにエネルギーが必要以 上に投入され れ ば、プロセス内の排 熱で

乾燥エネルギーを賄うこととしている本システムでは、や はり最終的 に得られ るエネルギー量が小さくな

る可能性を生じる。

 原料 乾燥 に必要なエネルギー量 は以下の方法によって定量化される。

 ここで想定しているバイオマス原料 の初期含 水率は60%で あり、1時 間あたりの処理量 は1サ イクル1

年あたりの生産量に応 じて37.3～62.2[m3/h]で ある。原料 乾燥 に必 要なエネル ギー は、材(チ ップ)の

温度 上昇 に必 要な熱量 、木材 中の水 分蒸発 に必 要な熱量、排気空気の加熱 に必要 な熱 量及 び乾燥

室壁体からの放射 熱の合計として表される。なお、以下の各熱 量の計算は関連 文献文献19)を参 考にして

行った。

 材(チ ップ)の 温度 上昇 に必要な熱 量は、乾燥初期 に必要となる熱 量 卜1，[kJ]は、木材質の昇温 に必

要な熱 量H1、 と木材 中の水分を上昇する熱 量H，、に分けて次式のように計算される。

”尸10=μ70Cイ7>一Tノ 丿

Hlb=4.1868〃 厂イ712-T， 丿

 V:材 積[m3]

 y。:木 材 の 密 度[kg/m”](=575)

C:木 材 の 比 熱(;(0.266+0.00116T)×4.1868[kJ/kg℃])、T:温 度[。C]

W:木 材 中 の 水 分[kg]

T，:外 気 温 度[℃]

T2:乾 燥 温 度[。C](=105)

(15)

 次に木材 中の水 分蒸発 に必要な熱量H2。[kJ]は 蒸発 潜熱 のほかに分離熱(微 分吸着熱)を 加 算する

必 要がある。この分離熱は、含水率 が23.1%以 下のときに平均値として104 .8[kJ/kg]を加算すれ ば十
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分 で あ る。また 蒸 気 表 文献18)から蒸 発 潜 熱 は2，243.5[kJ/kg]で あ るの で 、これ らの 値 を 用 い てH2 。[kJ]は

H2a躍7フ!o・{(Us-23.10)q+(23.1%一L/cノ'(9+104.8丿 ノ

 U，:初 期 含 水 率[%](=60.0%)

Ue:仕 上 げ 含 水 率[%]

q:蒸 発 潜 熱[kJ/kg](=2，243.5)

(1s>

として計算され る。また排気空気の加 熱に必要な熱 量H2b[kJ]は 、乾燥 室内の相対湿 度を取り除くため

に必要な熱 量であり、これは吸気する空気 中 に含 まれる水分と乾燥 によって室 内に排気される水分との

合わせた量を取り除くことになる。すなわち、乾燥 中の換気 に必要な全空気量M[kgDRY 、i』は、

ル1xz=ル 島 棚'

    m'M
8一 一  _

  (x2一 κ1丿

x2:排気 され る空 気 中 に含 まれる平 均 水蒸 気 量[kg/kgDRY 。i，]

xl:排気 され る空 気 中 に含 まれる平 均 水蒸 気 量[kg/kgDRY 。i，]

m':木 材 中 の水 分 の うち乾燥 させ る水 分 量[kg]

(17)

とな り、排 気 に 必 要 な 熱 量H2b[kJ]は 、

Hzn =M・(1・005+1・926x1丿 ・(Tz-7ン 丿

 1.005:空 気 の 定 圧 比 熱[kJ/kg・ ℃]

 1.926:水 蒸 気 の 定 圧 比 熱[kJ/kg・ ℃]

(1s)

と計算される。

 最後に乾燥室壁体からの放射熱について説明する。ここで想定する乾燥室の大きさ及び性能につい

ては表9に まとめるとおりである。

表9乾 燥室容積及び性能
一.皿一 冖7一 一 一 齟.

 容 積[m3]
一                   τ-『 一一一- 胃                   一 『

 時 間 処 理 量 ×1.2

側 面積[m2]
        一r

  12.6^一17.7

一   一   一  一      一 一 一 一一 一 凵

材質及び熱貫流率

            内側:鉄(厚 さ5[cm])

          熱伝 導 率:25925[kJ/m・h・ 。C]

          外 側:硬 質 ウ レタン(厚 さ10[cm])

           熱伝 導 率:0.10[kJ/m・h・ 。C]

         内側 熱 伝 達 率:83.74[kJ/m2・h・ 。C]

         外 側 熱 伝 達 率:6280[kJ/m2・h・ 。C]

          熱 貫 流 率:0.977[kJ/m2・h・ 。C]

注)乾 燥室容積 はチップかすることによって体積 が20%増 加すると

 仮定した。
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この表から、床、天 井及 び壁体からの総放射熱 量H2，[kJ]は、

H2c a(ASKC+4Aw・Kw+Af・Kf丿 ・(T2一 一7}丿

A，:天 井 面 積[m2]

Aw:壁 面 積[m2]

Af:床 面 積[m2]

K，:天 井 の 熱 貫 流 率[kJ/m2・h・ ℃]

K.:壁 の 熱 貫 流 率[kJ/m2・h・ ℃]

Kf:床 の 熱 貫 流 率[kJ/m2・h・ ℃]

(19)

として計算される。ここでは、すべての側 面積及び熱貫流率は同一として計算 した。

 以上の計算から、1[kg/h]あ たりの原料の乾燥に必要なエネルギー量の算 出結果 を図18に 示す。
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図181[kg/h]あ た りの 原 料 の 乾 燥 に 必要 な エネ ル ギ ー量

○ ガス化 コンバ インドサ イクル 発 電 システ厶(IGCC)導 入 ケース(ケ ース1)

 バイオマス原料をエネルギー変換する1つ のケースとして、バイオマスの熱分解を行い、発生ガスを

ガスタービン及び蒸気タービンに導入して発電を行うシステムを想定する。この技術は石炭のCO2排 出

低減技術として既に実用化の目処が立っている。またバイオマスのガス化技術は、石炭のガス化技術を

そのまま適用することが可能であり、反応機構が石炭に比して単純化されるため、ガス化温度が低下し、

それによって灰が溶融する前に肥料として灰分(土 壌養分)の回収が可能となるため、バイオマスをエネ

ルギーとしての利用価値を高める技術として評価される。

 一一般に木質バイオマスのガス化反応は次の過程を経てガス化される。

 i)木材に熱を加えると、200℃までは木材中の水分が蒸発し、250℃前後から熱分解が始まる。

 ii)熱分解が始まった後は昇温するにつれて、ガス・タール及びチャーが生成される。

 iii)500℃前後までにはタールの2次 分解が完了し、タールは分解しつくされ、昇温されるにつれ、チャ

 ーのガス化反応が進行する。
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 iv)ガス化温度では、メタン化反応 やシフト反応などの平衡反応が起こり、ガスの平衡組成 が決 定され

 る。

ここで、ガス化反 応を考慮 したのは、シミュレーションによりガス化 して得られ るガスの組成 及び効率を

決定するためである。シミュレーションの主な 目的は、温度やガス化剤投入量の変化 に対してガス化効

率等 のガス化反応 の性 能を簡 単に知ることができることにある。ガス化シミュレーションの方法 について

はいくつかの方法が提案され ているが、発 生するガスを事前に想 定し、それ らの平衡組成 を求 めるとい

う点では本 質的には同じである。最もよく利 用される方法としては、事前に想定したガス成分 に対して各

成分が独 立とならない反応式をいくっか想 定し、その各反応 式に対 して設定温度及 び圧 力に対する平

衡 定数を決め、それらを制約値とし非線形 方程式を解くことによって平衡組成を得る方法がある。また、

もう1つ の方法としては、事 前に想 定した各ガス成 分に対 して化学ポテンシャル を決 定し、これと物質収

支に関する制約式とをLagrangeの 未定係数 法によって平衡組成 を得る方法がある。前者の方法では、

反応 式を選 ぶ際 に他の反応 と著 しく平衡定数 が異なる反応 を選択することによって、収束時 間が遅くな

り計算時 間を多く要するという欠点があるため、ここでは後者の方法を用いてシミュレーションを行った。

なお、プログラム作成 にあたっては海 保ら文献20)の論文を参考にした。

 図19に ガス化シミュレーションの簡 単な計算フローを示す。ここでは詳細なシミュレーションの方 法に

つ いての説明は省 くが、ここで行うガス化シミュレーションは最初 に圧力 、ガス化 温度 、ガス化剤(酸 素)

投入 量を決定し、系のエネルギーが最小 となるポイントのところの熱分解して得られ るガス組 成を求める

ことである。         L
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     ↓
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 本シミュレーションで想定 しているガスは、いくつかの均一系平衡 反応の 中から主要成分 であるCO

(一酸化炭素)、H2(水 素)、N2(窒 素)、CO2(二 酸化炭 素)、H20(水)、CH、(メ タン)、CzHq(エ チレン)、

NH3(ア ンモニア)と環境保全 上重要なH2S(硫 化水素)に ついて平衡組成を考える。

 また熱分解 に必要な酸素投入量 については、酸素比 α[一]を

a= __.趣 腿 応に使駐 れ爨 幸郵 ε∠h] .  原料中
の炭素及び水素が完全燃焼する際に反応する酸素量医g/h]

(20)

のように定義したとき、含 水率に応 じて α=0 .38～0.62の 間で与 えられ る。これ らの酸素比はシミュレー

ション上、最もガス化成績が 良いとされる範囲である。さらに、酸素比 と同様にガス化温度 についてもガ

ス化成績 が最も良い950[℃]を 与えて計算した。但し、含水 率が50%以 上のときは原料 中の水分が多

いため、ガス化反応 は起こらないものとした。

次にガス化成績を表す指標として、冷ガス効 率 ηgや炭素転換率 η。がある。これらの指標は、

  生成塑ろ中り炭素量【kg/h]'ICm原 料中
の纛 邸 轟r (21>

鬼一溝 韈 靄欝 婆繋 鰡懸献齢 丿] (22)

として与えられる。冷ガス効 率 η，や炭素転換率 η，は、発生したガスのエネルギー量(発 熱量)が どのく

らいあるか、あるいは原 料から熱分解 によって燃焼性のガスがどのくらい得 られたかを評価するものであ

る。表4の ユーカリの元素分析及びガス化に関する諸条件から計算 した含水 率に対する冷ガス効率 η
，

は44.2%～76.2%と なった。

 次に、これらの各冷ガス効 率の結果をもとに、ガス化システムとコンバインドサイクルを組み合わせ た

IGCC(lntegrated Gasification Combined Cycle)シ ステムを想定した場合 の発電効率の算 定を行う
。な

お、コンバインドサイクル に伴う諸条件については表10に まとめるとおりである。

 これ らの諸条件を用 いてコンバインドサイクル の発電効 率が計算される。ガスタービンの発 電効率は

37.0%で あり、蒸 気 ター ビンの発 電効 率 は23 .1%と 計 算され 、コンバインドサイクル の総合 効 率は

50.8%と なる。この総 合効率の値は、天然ガスコンバインドサイクル発 電の水 準とほぼ 同等であり(現在

の実用化最高発電効率48.6%)、 今後十分 に実用化 可能な水 準である。これから各含水率 に応 じた乾

燥エネル ギーを考慮 したエネル ギー効率は図20に 示されるとおりである。

 また、このガス化コンバインドサイクルによる発電システムでは、年 間稼働率を80%と した場合 、生産

量及び変換効率に応 じて発電 規模 は41[MW]～118[MW]と なる。
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表10コ ンバィンドサイクルの諸条件

ボイラ

ガ スター ビン

蒸気タービン

熱回収ボイラ効率 1二.9轟
  95.0%

   一一一一一一   
排ガスボイラ効率 .一_⊥       一一h層}一一

作動流体(空 気)比熱比 1.404
一           . 一  一7「 一 ■¶.       } . 一 一    一

     圧縮比 15
            一一一.

作 動 流 体(空 気)比 熱[kJ/kg・K]

一一 一一..一一   .  曽囮 一

  1.006
         一一 }一 一一  『 一.  τ

  タービン入ロ温度[。c]
一 」一一  一   一膊             一  齟 冖 一  一     一齟         r  〒 一 一.}「   、 _ 一

    燃焼器効率

一 「L.

1300
 .一r一_一膏 心

 99.0%
『 一一一 一一一

 85.096圧縮機断熱効率
      L一 一L一一一一 一

タービン断熱効率 87.5%

排ガスボイラ出ロ圧力[MPa]   11
.一 昂 一  凵凹.一 一 一.

  566

一 己亠㎝ 一 一「一一7         一. 甲  π  一

 排ガスポイラ出ロ温度[。C]
一    一一. 一一 辱

ター ビン入 ロ圧 力[MPa] 10.3

タービン入 ロ温 度[。C] 538

タービン内部効率 90.0%
  .」，一 一閲 厂一一i一 一一.

復水器圧力[MPa]
 専一一

〇.005冖 一  『}一 -畔.「  ㎜r 一Ψ.   一         一 ㎜ 一一「

出典)文 献27)

 40.O

r一，

褂30.0L
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図20乾 燥エネルギーを考慮したエネルギー変換効率

○ 内 部 循 環 流 動 床 ボ イラ(ICFB)利 用 発 電 システム 導 入 ケース(ケ ー ス2)

 次に、直接燃焼による発電システムとして、比較的高効率にエネルギー回収が可能な内部循環流動

床ボイラと蒸気タービンを組み合わせた発電システムを想定する。この発電システムは廃棄物から高い

効率でエネルギー回収が可能なシステムであり、既に実用化がされているシステムである。表11に 想定

している発電システムの諸条件を示す。

 これらの諸条件を用いて直接燃焼による発電システムのエネルギー効率を算定される。循環流動床

ボイラの効率は発熱量に対して変動し、川 口文献28)のシミュレーション結果をもとに79 .0%～80.7%に 変

化させた。また蒸気タービンの効率は20.6%で あり、流動床ボイラと蒸気タービンを組み合わせた総合

効率は16.2%～16.5%と 計算される。これから各含水率に応じた乾燥エネルギーを考慮したエネルギ

ー効率は図21に 示されるとおりである
。

 また、この内部循環流動床ボイラと蒸気タービンを組み合わせた直接燃焼発電システムでは、年間
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稼働 率を80%と した場合、生産量及 び変換効 率に応 じて発 電規模 は17[MW]～47[MW]と なる。

表11内 都循環流動床it:イラの董粂件一
           燃焼空気比

循環流動床
 ボイラ

蒸気タービン

逑ガろ出口温度[。C]
 ボイラ効率

蒸気圧力[MPa]

    20
_L_180

蒸 気 温 度[。C]

ター ビン入 ロ 圧 力[MPa]

、ターtン 入 ロ温 度[。C]

 タitン 丙部効率
 復水器圧力[MPa]画翻

79.0^一8
_0.

__T5.88_
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図21乾 燥エネルギーを考慮したエネルギー変換効率

○ 石 炭 火 力発 電 システ厶(基 本 ケース)と の比 較

 次に、前述したバイオマスの発電システムと比較するシステムとして、加圧流動床複合発電(PFBC)シ

ステム(基本ケース)をとりあげる。ここで比較する石炭発電システムは、今後設備コストが比較的安くな

ると予想され・また高効率のエネルギー変換が可能となる。加圧流動床複合発電(PFBC)は 、燃焼ガス

温度が900[℃]以 下に制御されるために窒素酸化物の発生が少なくなることに加え、流動媒体の石灰

石と石炭中の硫黄分の反応により90%程 度の脱硫が可能となるなどの特徴を有しており、ガスタービン

との複合化によって全体の熱効率が高まり発電端効率は42.0%ま で上げることができると期待されてい

る。

3.LCA評 価 に よるエネル ギ ー収 支 比 ・CO2排 出量

 これまでの原料製造プロセス及びエネルギー変換プロセスにおける各事項の検討結果を踏まえ、バ

イオマスのガス化コンバインドサイクル発電(ケース1)、バイオマスの内部循環流動床ボイラ利用の直接

燃焼発電(ケース2)及 び比較ケースとして加圧流動床ボイラ利用の石炭火力発電(基本ケース)につい

て、エネルギー収支比及びCO2排 出量の比較検討を行った(図22・23)。
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ここで、エネルギー収 支比 σ[一]は

σ 冩 一一 一
生産される正味エネルギー量(電 力)【kJ/h]

中間投入エネルギー量[kJ/h]

(23)

に よって 定 義 され 、またCO2排 出 量E'1[kg-COz/GJ]は 、

E'i驕電鑞 灘蟾 籍 禦驚 瀧f】 (24)

として定義される。但 し、バイオマス(ユ ーカリ)原料の場 合、(24)式から定義されるCO2排 出量は原料

製 造に必要な中間投入 エネル ギーを起源 とするCO2排 出量のみであり、一方 、石炭原料 の場合は 自

身が燃焼によって排 出され る量もカウントされる。
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    想 定 ケ ース 名

ケー ス1(最 大)含 水 率0%， 年 間 降水 量1，500[mm]

ケー ス1(最 小)含 水 率40%， 年 間 降 水 量2，500[mm]

ケー ス2(最 大)含 水 率0%， 年 間 降 水 量1，500[mm]

ケー ス2(最 小)含 水 率40%， 年 間 降 水 量2，500[mm]

図22各 ケ ー ス の エ ネ ル ギ ー 収 支 比 比 較

 この結 果 からエネル ギー 収 支比 が最 大となるポイントは、ケース1及 び ケース2と も年 間 降水 量

1，500[mm]、含水率0%の ときで、それぞれ7.65及 び3.03で あった。含水率の低下に伴いエネルギv

収支比が増加するのは、乾燥 に必要なエネルギー量よりは、む しろ原料 中の水分が減少 することによっ

て、出力 エネルギーの増加 による効果 の方が大きいことを意味する。また、年 間降水量1，500[mm]の と

ころでエネルギー収支 比が最 大となるのは、生産性 の減少 によって土壌流 出を促進 させることによって

投入される微 量元素群に係 るエネル ギーの増加 量と、反 対に生産性 の増加 によって加工 ・運搬等のエ

ネルギーの増加量との合計値、すなわち中間投入のエネル ギー量が最小 となるためである。但し、いず

れの場合も石炭火力のエネルギー収支比よりは小さくなる。

 次に、エネルギー変換 によって得られた電力1単 位あたりのCO2排 出量[kg-CO2!GJ】 の結果 を示す
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(図23)。
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図23電 力1単 位 あ た りのCO2排 出 量[kg-CO2/GJ]

 この結果から、ケース1及 びケース2ともCO2排 出量が最小 となるポイントは、年間降水量1，500[mm]、

含水率0%の ときで9.14[kg-CO2/GJ]で あった。年間降水量1 ，500[mm]、含水 率0%の ところでCO， 排

出量が最小となるのは、エネル ギー収支比の場合と同様な理 由による。

28



4.お わ りに

 今回、途 上国を対象にしたエネル ギーシステムの導入について、バイオマスを利用 したエネル ギーシ

ステムを検討した。現在、特 にユーカリなどの早生樹種を対象とした植 林事業が数多く行われているが、

成長したバイオマスはチップとしての利用が主な 目的である。しかしながら、冒頭でも述べたように途 上

国については、電力インフラが不足していること、あるいは雇用 を促進するような経済の活性化を望んで

いること等の状況を鑑みれ ば、プランテーション化 によるバイオマス発 電システムは、1つ の重要な選択

肢となり得る。

 今回対象に選んだユーカリのケースでは、土壌 流出量等の中間投 入のエネルギー量 に対して生産

され るエネルギー量の比(エ ネルギー収支 比)は 、最も変 換効率が高い場合 でも石炭 の場合 の約2/5

倍程度 であり、必 ずしも効 率的なエネルギー生産ができるわけではなく、また1[ha]あ たりの生産性 が上

がったとしても必ずしもエネル ギー収支 比を上げることにはならないことが分かった。しかしながら、CO2

排 出量については、バイオマスは優れたCO2固 定能力を有するため、エネル ギー変換 した際にも石炭

に比べ最も良い条件で約1/24に なり、CO2の 削減 に大きく貢献することが期待される。

 従って、今 後筆者は電力インフラの整備 、雇用促進及 び環境への貢献 という観 点から、バイオマス発

電システムの経 済性を含め、地域の選定、規模及 び樹種 の選 定等を考慮 した導入可能性 について検

討 していきたいと考えている。
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